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４ 論文の要旨 
 
 この論文は、新興国企業による新興国市場でのイノベーションが先進国市場へと移転
していくプロセス、そのイノベーションに先進国企業がどう対応していくかというプロ
セス、および、新興国企業によって生み出されたイノベーションにグローバル企業が対
応するプロセスを分析することを目的としている。ここで言う新興国は、第二次大戦後
の日本も含み、その時代の先進国と比較して、一人当たりの国民所得の格差（例えば、
1960年アメリカの 2,314ドルに対して、日本は 385ドルであった）があり、その一人
当たりの国民所得が低い国を指している。つまり、低い国民所得の国の企業が起こした
イノベーションへの対応がこの論文では議論されている。 
 この論文の研究上の特徴は次の 3点である。第 1に、リバース・イノベーションとい
う近年、国際経営分野で注目されている概念を拡張する研究である点である。この新興
国から先進国へのイノベーションの移転プロセスを見ていく上で、リバース・イノベー
ションの概念が取り上げられている。リバース・イノベーションとは、Govindarajan 
and Trimble（2012）によると、新興国市場で最初に受け入れられ、後に先進国市場へ
と移転するイノベーションである。先行研究では、リバース・イノベーションを主に先
進国企業がおこない、新興国市場でイノベーションを起こし、それをグローバルに展開
する戦略として捉えられている。この研究では、リバース・イノベーションの概念をよ
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り広くとらえることで、議論の幅を広げ、2 つの論点について議論している。1 つは新
興国市場から先進国市場へとイノベーションが移転され、新興国市場で起きたイノベー
ションが先進国市場で受容され、新興国企業が先進国でステイタスを上げていくといっ
た流れである。そして、もう１つが、グローバル企業が新興国で新興国企業にキャッチ
アップされ、グローバル企業がその新興国企業に対応する施策を生み出し、そして、グ
ローバル企業がその施策をグローバル展開するという流れである。 
第 2の特徴としては、イノベーションの成立についての限定的な考え方である。この
研究では、後藤・武石（2001）に基づき、イノベーションを「経済成果をもたらす革
新」と捉える。イノベーションは新しい製品やサービスの創出、既存の製品やサービス
を生産するための新しい技術だけでなく、それらをユーザーに届け、保守や修理、サポ
ートを提供する仕組み、さらにはそれらを実現するための組織・企業間システム、ビジ
ネスのシステム、制度の革新を含めるものであるとされる。イノベーションは製品や製
法が市場で受け入れられて初めて実現するものである（後藤・武石, 2001, pp.3-4）。製
品が新しければイノベーション、変化すればイノベーションというわけではなく、あく
までも経済的な成果を確認できるものをイノベーションとして取り扱うところに焦点
をあてている。これは、Govindarajan and Trimble（2012）が分析するリバース・イ
ノベーションが、市場にまで踏み込んでイノベーションを分析するものではなく、イノ
ベーションが生まれて顧客に提供するまでのプロセスを明らかにしていないことから、
リバース・イノベーションの分析を一歩進めようとする試みである。 
そして、第 3の特徴として、バリュー・チェーンに着目した分析枠組みを構築してい
る点である。Govindarajan and Trimble（2012）の考察では、主に製品イノベーショ
ンの移転に焦点が置かれていた。しかし、リバース・イノベーションの多くは、実態と
してはビジネス・モデルのイノベーションを伴っており、リバース・イノベーションを
実行する上でバリュー・チェーンの再構築が実施される。そのために、製品そのもので
はなく、その製品を提供するためのバリュー・チェーンに焦点を合わせることが必要と
なる。以上の 3点の特徴からわかるように、この研究は、リバース・イノベーションと
いう概念を中心に、その適応範囲の拡張、分析対象の明確化、および、分析方法の深化
を目指すものといえる。 
この論文の研究方法の特徴は、自動二輪産業を研究対象とし、ホンダ技研工業(以下、
ホンダと記述する)のそこでの活動を分析的、かつ、歴史的に記述する事例研究である。
ここでの認識として、自動二輪産業においてリバース・イノベーションが 2回起きたと
している。1度目の変化は、ホンダが起こしたものと考えている。戦後の日本で生まれ
たホンダを新興国企業ととらえ、日本という新興国市場で起きたイノベーションを、ア
メリカという先進国市場へと移転させ、アメリカ市場に大きな変化をもたらした。2度
目の変化も、同様にホンダに関わる。中国の新興国企業が、中国という新興国市場でイ
ノベーションを起こし、他の新興国市場にそのイノベーションを移転しようとする。し
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かし、グローバル企業になったホンダが、中国での競争から学習し、新興国間にあらた
な生産ネットワークを構築し、これまでのバリュー・チェーンを組み替えることで新し
い競争優位を獲得する。その結果、新興国企業の他の新興国への進出を阻止する。この
ように、この研究では、自動二輪産業におけるホンダの活動を、分析的かつ歴史的に研
究するという研究方法をとっている。 
 このような課題と特徴を持ち、上述のような研究方法をとるこの論文は、以下のよう
な構成をとっている。 
 
序章  
第 1章 リバース・イノベーションについて 
第 2章 リバース・イノベーションにおける理論の整理と課題の検討 
第 3章 分析枠組みについて 
第 4章 日本市場におけるローカル・イノベーションの検討 
第 5章 アメリカ市場におけるリバース・イノベーションの移転の検討 
第 6章 中国市場におけるローカル・イノベーションの検討 
第 7章 ベトナムにおけるホンダのリバース・イノベーションの形成プロセス 
第 8章 タイにおけるホンダのリバース・イノベーション 
終章 
 
各章の内容は以下のようになる。 
第 1章では、多国籍企業における新興国市場へのアプローチという観点から先行研究
のレビューが行われ、リバース・イノベーション研究の学説史的位置づけとその意義に
ついて論じている。Vernon(1973)をはじめとする先行研究では、イノベーションは先
進国で起こり、そのイノベーションが新興国に移転されていくことが議論されているこ
とが示されている。また、最初のイノベーションの発生源として新興国市場は想定され
ておらず、先進国からスタートする。つまり、イノベーションは先進国で生まれ、そこ
から新興国に移転される。イノベーションのスタート地点を新興国におき、そのイノベ
ーションが先進国に移転される点が、リバース・イノベーション研究が理論的にみて既
存研究とは違う新しい部分であり、研究を進める意義がある部分であることを示してい
る。 
第 2 章では、リバース・イノベーションの理論を整理し、課題の提示を行っている。
理論の枠組みの改良として、新興国の企業をリバース・イノベーションの担い手を含め
た枠組みにすることで、次のような 3つの論点が生じることを示している。第 1に、新
興国企業が起こす新興国市場でのイノベーションとはどのようなものであるのかとい
う点である。第 2に、その新興国で生まれたイノベーションが先進国企業にどのような
影響を与えるのかを明らかにする点である。そして、第 3に、その新興国で生まれたイ
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ノベーションがどのように先進国企業に影響を及ぼし、先進国企業がどのように自社の
優位性を再構築するのかということを明らかにする点である。以上の課題が自動二輪産
業の事例研究を通じて検討される。 
第 3章では、分析枠組みが提示された。分析枠組みについてはリバース・イノベーシ
ョンを、新しい価値提案とバリュー・チェーンの組み換えとして捉えることで、リバー
ス・イノベーションを分析可能とし、実証可能性を高め、実務的なインプリケーション
を引き出すことを可能にすると考えている。Govindarajan and Trimble（2012）は、
主に、製品のイノベーションの移転に焦点をおいていた。しかし、Govindarajan and 
Trimble（2012）が述べるように、リバース・イノベーションの多くはビジネス・モデ
ルのイノベーションであり、リバース・イノベーションを実行する上では、バリュー・
チェーンの再構築が必要となる。Govindarajan and Trimble（2012）はバリュー・チ
ェーンの再構築を唱えてはいるが、その議論では製品の移転が中心である。一方で、こ
の研究においては、製品ではなく、製品を提供するバリュー・チェーンに着目して議論
を進めること、加えて、その視点からケースを分析することが示されている。 
 また、もう１つの重要な視点が示されている。新興国市場において顧客に価値を届け
る場合、独自のバリュー・チェーンが新興国市場で構築されることになる。
Govindarajan and Trimble（2012）の議論では、ローカル・グロース・チームを作り、
1から新しいバリュー・チェーンを作り上げることで、リバース・イノベーションを達
成することを示している。ローカル・グロース・チームとは、新興国市場に物理的に所
在する、小さな機能横断型の企業家的な組織単位であり、Govindarajan and Trimble
（2012）は、このチームが中心となって先進国企業がイノベーションを新興国で起こ
し、先進国にこのイノベーションが移転されると捉えられている。しかし、この研究で
はローカル・グロース・チームを用いない事例が起こりうることを示そうと試みている。 
第 4章からはホンダを中心とする自動二輪産業の事例研究である。第 4章は戦後の日
本を新興国とみなし、その日本で生まれた新興国企業であるホンダの起こしたイノベー
ションをローカル・イノベーションと捉えて議論されている。ホンダがスーパーカブを
売り出したのが 1958 年であった。2 年後の 1960 年アメリカの一人当たり国民所得は
2,314 ドルであり、日本は 385 ドルであり、日本はアメリカの約 16％となる。この数
字は 2012年のアメリカに対する中国の数値である約 15％と同レベルであり、日本にお
けるイノベーションは、新興国において新興国企業が起こしたイノベーションとみなす
ことができるとし、議論が進められる。自動二輪が提供する価値が、軍隊など官需で使
用されたことから、大型のバイクの利用にあった。当時の日本の悪路という道路環境に
適した走行性能を持つ 50cc の小型車、スーパーカブで、市場に新しい価値を提供し、
日本市場を席巻した。その中で、ホンダは大量生産・大量販売のためのバリュー・チェ
ーンを確立し、日本市場での競争優位を確立していった。アメリカ進出において、当初、
自動二輪といえば大型バイクであった市場で苦戦したが、レジャーバイクとしてのスー
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パーカブの特性を活用して、レジャー用の小型バイクというニッチ市場を開拓していっ
た。その過程でホンダはモーターボート、アウトドア用品店といった従来は自動二輪を
販売していない流通ルートを確立していった。 
第 5章では第 4章で見たホンダが起こしたローカル・イノベーションが先進国市場で
あるアメリカ市場に移転され、どのようにしてリバース・イノベーションに変化してい
ったのかが議論されている。新興国企業であるホンダは、レジャー用という新しいジャ
ンルの自動二輪市場に参入し、日本市場と同様に販路を開拓していった。スーパーカブ
という 50cc の小型バイクから、様々なモデルを開発し、より排気量の大きい市場へと
参入した。より排気量の大きい市場向けの製品開発においては、当初、既存ラインの遊
休設備で尐量生産していた。販売量が増えるにしたがって、大量生産へと移行した。大
型自動二輪のメーカーが、自動二輪を 1品 1品手作りする中にあって、大量生産という
生産方法でのイノベーションを持ち込むことによって、アメリカ企業に対して優位に立
つことを可能にし、大型自動二輪の市場でもホンダがアメリカ企業を圧倒することにな
った。 
以上の第 4章と第 5章のアメリカ市場へのホンダの参入・浸透の事例から、先進国企
業が対応しようと思えば対応できた製品の市場でマーケットシェアを失い、生産方法と
いう目に見えないバリュー・チェーンにおける変化が、先進国企業が新興国企業に対応
できなかった要因であることを導き出している。 
第 6章では、新興国市場である中国市場において、新興国企業である中国企業が起こ
したイノベーションに対して、グローバル企業になったホンダが対応する事例である。
中国企業は、中国内で設計面でのイノベーションを起こし、コピーインフラとも呼ばれ
る中国独自の部品の調達ネットワークを構築した。結果として、主に中国の自動二輪メ
ーカーは、ホンダの製品を模倣した自動二輪を作り上げ、品質面でも中国市場に受け入
れられる品質を実現した。結果、中国市場で 20％あったホンダの市場シェアは、2001
年までに 2.5％に低下した。ホンダは中国の模倣品メーカーとの競争に対して競争優位
を構築することができなかった。そこで、ホンダは優秀な模倣品メーカーであった海南
新大洲と合弁事業を開始し、海南新大洲が持つコピーインフラへのアクセスが可能とな
り、中国でマーケットシェアを 10％近くにまで回復させることができた。 
第 7章は、ベトナム市場でのホンダの展開についてのケースである。中国製自動二輪
に対抗するために、開発された現地向け製品であるホンダのWaveαを中心に議論され
ている。議論の焦点は、ホンダが起こした新しい取引関係の構築というイノベーション
である。ホンダは、前章で説明された中国での部品調達ネットワークを含めて、新興国
間の部品調達ネットワークを構築していく。その結果、中国からの輸入されてくる製品
に対抗できる製品をベトナムで販売可能にしていく。その部品調達ネットワークの構築
前の 2001 年には、30％近くあったホンダのマーケットシェアが 10％近くまで落ち込
み、中国系のマーケットシェアが 70％を越えたという状況となった。そこから 2002
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年に Waveαを投入し、2003 年にはホンダのマーケットシェアはほぼ 40％に回復し、
中国系メーカーの攻勢をかわした。ここでは、Govindarajan and Trimble（2012）の
主張する一時的なローカル・グロース・チームという形式ではなく、ベトナムに投入す
る製品に、タイ、中国、シンガポール、そして、日本本社のスタッフがそれぞれの強み
を持ち寄る事ができるグローバルなネットワーク、著者がローカル・グロース・ネット
ワークと呼ぶ、ネットワークから生じる優位性を活用したことが明らかにされている。 
第 8章では、ホンダが新興国市場であるタイ市場を拠点にリバース・イノベーション
を起した事例が検討されている。タイにおける事例では中国市場とベトナム市場の経験
が活かされ、中国自動二輪メーカーの脅威は起こらなかった。ベトナム市場での事例と
同様に新興国間のネットワークが利用された。つまり、製品レベルで大きな市場の変化
はないが、サプライヤー、開発、設計、販売といったバリュー・チェーンの部分が変更
された。ホンダは中国自動二輪メーカーとローカル・グロース・ネットワークを構築す
ることで中国式のバリュー・チェーンを自社に組み込むことが可能になった。そこから
中国系や現地サプライヤーに対しては人材を派遣し、品質改善の指導、日系サプライヤ
ーに対しても人材を派遣、共同開発により原価低減の提案を行っていった。それら行動
の後、サプライヤーに対する同一ルールの調達や越境入札を行うことで、タイにおいて
も新たな低コスト構造を再構築した。低コスト構造のおかげで今までアイデアがあって
も値段が高く顧客に提案できなかった製品を提案することができるようになった。タイ
ホンダは、製品を日本、アメリカ、欧州といった先進国に輸出する一大拠点となり、グ
ローバルに販売できる PCXという製品を開発していく。 
以上の第 6 章、第 7 章、および、第 8 章で、グローバル企業になったホンダが、中
国の新興国企業から受けたコピーインフラに基づいた挑戦についての詳細を明らかに
している。ホンダは中国のコピーインフラを現地企業と提携することで手に入れ、その
インフラを活用することで、まず、中国の模倣品メーカーに対抗することができるよう
になった。次に、そのコピーインフラを活用しつつ、グローバルなネットワークを活用
するという新しい優位性を創り出し、中国企業のベトナム進出に対応可能となった。そ
して、タイにおいて、グローバルな調達ネットワークを活用して、PCX という画期的
な商品を開発し、タイからグローバル展開できるようになった。つまり、グローバルな
調達ネットワークという新しいバリュー・チェーンを活用し、新興国でイノベーション
を起こし、それを先進国に展開することでリバース・イノベーションを起こした 3か国
にまたがるホンダの行動について記述し、分析している。 
終章では、これまでのケーススタディを要約し、この論文の到達点を示し、この論文
における限界と今後の課題が示されている。この論文の到達点として、次の点があげら
れている。第 1に、リバース・イノベーションの担い手として新興国企業を含めた点で
ある。第 2に、リバース・イノベーションを製品イノベーションの移転から、製品を提
供ためのバリュー・チェーンの再構築として捉え直した点である。第 3に、リバース・
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イノベーションがグローバルに展開されることを示した点である。第 4に、中国やイン
ドで起こったイノベーションがリバース・イノベーションになることを従来の研究は指
摘していたが、市場規模が大きな新興国で起こったイノベーションがリバース・イノベ
ーションへ変化するは尐ない、という新たな仮説を見出した。そして、第 5に、グロー
バルな部品調達や製品開発のネットワークを構築することがリバース・イノベーション
の基盤になることを示した点である。また、課題としては次の点があげられている。第
1に、単一の産業のみを扱った点である。リバース・イノベーションと思われる現象が
ある携帯電話やテレビといった産業についての検討が必要であるとしている。第 2 に、
市場規模が大きい市場のイノベーションはリバース・イノベーションになりにくいとい
う仮説についての検証の必要性である。そして、第 3に、今回の研究がホンダというグ
ローバルな生産ネットワークを持つ特殊な企業の研究から導き出された特殊解である
かどうかを検証することの必要性が示されている。 
 
５ 論文の評価 
 
この論文の課題は、第 1 に新興国企業が起こす新興国市場でのイノベーションが先進国
市場へと移転していくプロセス、第 2 に先進国企業がそのイノベーションにどう対応して
いくかというプロセス、そして、第 3 に、グローバル企業が新興国企業が起したイノベー
ションに対応するプロセスを分析することであった。第 1 の新興国企業が新興国市場で起
こすイノベーションの先進国への移転に関して、リバース・イノベーションの既存研究に
おいて、リバース・イノベーションを実施する対象を新興国に進出したグローバル企業と
考えられていた。しかし、既存のリバース・イノベーションの定義は、新興国で最初に起
こったイノベーションというものであり、その実施者は、進出したグローバル企業とも、
新興国企業とも定義されていない。その意味で、リバース・イノベーションの定義の曖昧
さと関わって、この研究が行われたと考えることができる。結果として、ホンダのケース
を通じて、当時の日本を新興国と同様と理解すれば、このケースのように、新興国で新興
国企業がイノベーションを起こす可能性があることは推定できる。また、ここで示されて
いる新興国から生じる多国籍企業であるエマージングジャイアントの先進国進出が、既存
企業の経営に大きな影響を与えるという主張も評価できる点である。この主張の背後には、
製品という目に見える部分のイノベーションだけでなく、その製品を作り出すためのバリ
ュー・チェーンが、既存の企業が持つものと大きく異なっており、製品は類似していても、
コスト構造などが大きく異なる結果、既存企業が挽回することができない状況になるとい
う指摘は、製品そのものが議論の中心であったこれまでの研究を大きく前進させている。 
第 2 に、先進国企業が新興国から生じるイノベーションにどう対処するかという課題で
ある。この課題に対して、アメリカに進出したホンダに対するアメリカやイギリスの企業、
中国に進出したホンダに対する中国企業の構図で議論されている。前者のケースでは、ア
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メリカやイギリスの企業では、当初ホンダの進出を自社の市場を危うくするものとは見て
いなかった。むしろ自社とは違う自動二輪ユーザーを増やすものと歓迎された。後者のケ
ースで、中国企業の伸張にホンダは品質で勝っており、自社の市場を失うとは思っていな
かった。前者のケースでは、ホンダが身につけた大量生産を実現する仕組みに、手作りの
アメリカ企業やイギリス企業は対応できなかった。一方、後者について、ホンダは自身で
コスト構造を改善できず、結果的にはライバルメーカーと手を結ぶことで、コピーインフ
ラへのアクセスが可能となり、新興国企業に対抗できた。このように新興国企業への対応
は、目に見えないバリュー・チェーンの違いに負うところが大きく、新興国企業との競争
をバリュー・チェーン間の競争として捉え直したところに本研究のユニークさがある。 
そして第 3 に、グローバル企業による新興国企業に対応するプロセスの分析についてで
ある。この点については、PCX の開発と製造におけるタイホンダのケースである。この研
究で見てきたように、タイホンダが持つグローバルなバリュー・チェーンはホンダ全体で
構築したもので、子会社だけのインフラではない。新興国企業に対抗して、これまでにな
い造り方をすることで、グローバルに展開できる製品が出来上がった。この研究が指摘す
るように、製品を開発し製造するためのグローバルなネットワークが優位性となったと考
えられる。このように、Dunning(1985)が指摘するように、国際化後の企業の活動そのもの
がその企業の優位性になるという考え方はあるものの、依然として十分に検討されてこな
かった部分であり、この研究の指摘は、国際化の結果として手に入る資産を企業の優位性
にどう組み込んでいくかという分析において重要である。 
以上のように、取り組んだ課題に対して一定の成果をあげているが、いくつかの問題点
も存在している。第 1 に、リバース・イノベーションという概念の曖昧性である。この研
究では、研究対象を、新興国に進出した先進国企業が実施したイノベーションの先進国へ
の移転だけでなく、新興国企業の先進国進出に伴うイノベーションの移転もその範疇へと
拡張している。しかし、その拡張は、先進国から新興国へというイノベーションの流れが
新興国から先進国に変わりこそしたが、新興国企業にとっては、リバースの方法ではなく、
通常のイノベーションの流れなのかもしれない。果たしてリバースという言葉の意味をこ
の研究が正しく表現しているのかは熟考の余地がある点である。リバース・イノベーショ
ンというコンセプトは、その言葉の定義のあいまいさを取り除き、より明確な現象として
考察されなければならない。 
第 2 に、バリュー・チェーンによる分析枠組みの不十分さである。この研究での指摘で
あるバリュー・チェーン間の違いが、競争優位の違いを生み出しているとの指摘は確かに
説得的である。しかし、この研究では、Porter(1985)が提示するバリュー・チェーンの概念
と、近年議論されているビジネス・モデルやビジネス・システムという概念が十分な整理
をされないまま使用されており、バリュー・チェーン概念とビジネス・モデルやビジネス・
システムの考え方との関係性を明らかにする必要がある。あわせて、バリュー・チェーン
による分析によって、どのようにバリュー・チェーンが変化したのかが不明瞭な箇所も多
9 
 
く、この点についての再考が必要である。 
そして、第 3 に、この研究の精緻化の必要性である。この研究では、ホンダの取引関係
に絞った分析をしている。そのために、より具体的にどのような取引関係がグローバルな
製品開発や生産に大きな影響を持つのかということがより具体的な形で示せるはずである。
しかし、この研究ではそのようなネットワークの中身についての分析はなされていない。
より具体的な分析があれば、この研究の有効性が高まったと考えられる。 
以上のような問題点が指摘できる。しかし、この研究はリバース・イノベーションとい
う国際経営分野で近年注目されている概念に焦点を当て、その内容を具体的な事例分析を
通じて明らかにしており、国際経営研究を一歩前進させる研究であるといえる。著者が更
なる研鑽を積み、上記の問題を克服することで、研究の一層の進展が期待できる。 
 
６ 判定 
 
 この論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、この論文の提出者が博士（経営学）
の学位を授与されるのに十分な資格を持つものと判定する。 
